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研究成果の概要（和文）：次世代省エネルギー用半導体材料への新しいイオン注入技術であるパ

ルスイオン注入法の実現に向け、本研究では真空アーク放電を利用した同軸プラズマガンイオ

ン源を用いた p型ドーパント用のパルスアルミニウムイオンビーム発生技術の開発を行い、ア

ルミニウムの比率が 89 %という従来技術よりも高純度のパルスアルミニウムイオンビームを得

ることができた。さらに、アモルファスシリコン薄膜にイオンビームを照射した結果、アモル

ファス薄膜が多結晶化しており、パルスイオンビームによる照射効果を確認できた。 
 
研究成果の概要（英文）：To realize a new ion implantation technology named “pulsed ion 
beam implantation”to next-generation semiconductor, it is very important to develop the 
IPIB technology of generating high-purity ion beams from various species. We have 
developed a magnetically insulated ion diode for the generation of intense pulsed metallic 
ion beams in which the vacuum arc plasma gun is used as the ion source. When the ion diode 
was operated at a diode voltage of 200 kV and a diode current of 10 kA, the ion beam with 
ion current density of >200 A/cm2 and pulse duration of 40 ns was obtained at 50 mm 
downstream from the anode. From Thomson parabola spectrometer measurement we found that 
Al+, Al2+ and Al3+ beams of 140-740 keV energy were accelerated with proton impurities of 
160-190 keV energy. The purity was estimated to be 89 %, which is much higher than that 
of the pulsed ion beam produced in the conventional ion diode. To evaluate the irradiation 
effect of the ion beam, an amorphous silicon thin film was used as the target, which was 
deposited on the glass substrate. The film was found to be poly-crystallized after the 
pulsed aluminum ion beam irradiation. 
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１．研究開始当初の背景 
電子デバイス業界においては、益々、高速

化への要求が高まってきているのが現状で
ある。シリコン半導体は材料限界に近づきつ
つあり、小型・低損失・高効率のパワーデバ
イスや高周波デバイスとしての性能指数が
優れている炭化ケイ素(SiC)が次世代半導体
材料として注目を集めている。 
炭化ケイ素半導体デバイスの素子化プロセ
スにおいて、局所部分に不純物を添加して伝
導度を制御する技術が必要であり、炭化ケイ
素では不純物原子の熱拡散速度が極めて遅
いため、熱拡散によるドーピングが困難なた
め、イオン注入法が用いられる。しかし、イ
オン注入に伴う結晶欠陥の回復や不純原子
の活性化のために高温アニール処理が行わ
れる。このような超高温プロセス下では、金
属・半導体界面、絶縁体･半導体界面など、
電子素子の基本構造の作成が困難であり、素
子化プロセスと両立できない。そのためイオ
ン注入後のアニールをプロセスの早い時期
に行わなければならず、デバイス作製工程の
順序に制限を与えている。さらに、炭化ケイ
素表面のグラファイト化やイオン注入層厚
の減少など、様々なアニール誘起損傷を生ず
る。このためイオン注入後のアニール温度の
低温化が炭化ケイ素デバイスの実用化・多様
化に向けて大きな課題のひとつとなってい
る。このように従来の技術では対応できない
ことから、イオン注入プロセスの低温化を目
指した新しいイオン注入技術として、イオン
注入とアニール処理が同時にでき、従来のよ
うなイオン注入後の高温アニール処理を行
う必要がない利点があるパルスイオン注入
法を提案し、基礎的研究を行ってきた。 
しかし、イオン注入では n 型・p 型ドーパ

ントとして機能するイオンビームの発生が
必要であり、従来のパルスイオンビーム技術
では発生イオン種の制限のために各ドーパ
ント用のイオン種を発生させることができ
ず、イオン注入用として対応できなかった。 
 
２．研究の目的 
これまでの研究により、n 型ドーパントと

して機能する窒素イオンビームに対しては、
ガスパフプラズマガンを用いたパルスイオ
ンビーム発生技術やイオンビームのさらな
るビーム純度向上が可能である両極性パル
ス加速器技術を開発し、窒素イオンビームの
発生に成功した。これらの技術により、気体
をイオン源とするイオンビームを発生させ
ることはできる。しかし、半導体のドーパン
トの多くは固体であり、ガスパフプラズマガ
ンでは対応することができないので、固体を
イオン源とする新しい高強度パルスイオン
ビーム発生技術が不可欠である。 

本研究では、高真空中で動作し、放電ガス
が不要、高密度プラズマの生成、また、電極
材料の選択により任意の金属イオンの発生
が可能という利点を有する真空アーク放電
を利用した同軸型プラズマガンを開発し、こ
のイオン源を用いたパルス金属イオン（本課
題ではアルミニウムイオン）ビーム発生技術
を確立することを中心に行い、次世代半導体
材料へのパルスイオン注入法の実用化に向
けたイオンビームの特性評価や材料へのイ
オンビームの照射効果の検証を行った。 
 

３．研究の方法 
本研究では、次世代半導体材料である炭化

ケイ素に対して p型ドーパントとして機能す
るアルミニウムイオンビームの発生技術の
確立を中心に研究を行った。 
(1)真空アーク放電を利用した同軸プラズマ
ガンイオン源を組み込むためにパルス重イ
オンビーム発生装置の改良。 
(2) バイアスイオンコレクターでパルスイ
オンビームの電流密度とパルス幅の計測。 
(3) 飛行時間差法を用いたパルスイオンビ
ームの評価。 
(4) トムソンパラボラ分析器を用いたエネ
ルギー、イオン種、ビーム純度の測定。 
(5) パルスイオンビーム出力の空間均一性
を評価。 
(6) パルスアルミニウムイオンビームによ
る材料照射実験。 
 
４．研究成果 
パルスイオンビーム発生装置は真空イオ

ンダイオード、及び加速パルス電圧発生用マ
ルクス発生器から構成されている。マルクス
発生器の出力定格は開放端電圧 240kV、合成
容量 8.33nF、蓄積エネルギー240J である。
イオンダイオードは正の高電圧パルスが印
加される陽極と接地電位に保持されている
陰極から構成されている。陽極内部にはイオ
ン源が設置されており、陰極は加速ギャップ
に電子絶縁用の磁場を発生する磁気絶縁コ
イルとして動作する。磁場コイルには 250µF、
5kV のコンデンサバンクが接続されており、
立ち上がり時間が 50µs のパルス電流によっ
て加速ギャップの中央部に 0.8T の均一な横
磁場が発生する。実験は陽極-陰極間ギャッ
プ長 dA-K=10mm で行った。ダイオード出力電圧
の測定には容量分圧器を用い、出力電流の測
定にはロゴスキーコイルを用いた。 

磁気絶縁ダイオードは先端が直径 60mm、長
さ 115mm の円筒状の陽極、および格子構造の
陰極から構成されている。陽極内部にはパル
スイオンビーム源用のイオン源としてアル
ミニウム真空アークイオン源が設置されて
おり、加速ギャップに向けて高密度プラズマ
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図 2 観測されたトラックパターン 

が供給される。真空アークイオン源は円筒状
の外電極と棒状の内電極からなる同軸構造
となっており、内電極を陰極、外電極を陽極
としている。陽極は内径 10mm、外径 15mm、
陰極は外径 6mm で、何れも純アルミニウム製
である。陽極の先端には直径 5mm のアパーチ
ャーが設けてあり、テーパー状の陰極と陽極
アパーチャーとの間は真空アーク放電のた
めのギャップが形成されており、ギャップ長
は 1mmとした。この真空アークイオン源の先
端は、ダイオードの陽極から 50mm 上流の軸
上に設置され、3.3µF、30kＶのコンデンサバ
ンクで駆動した。 
イオン源の動作試験はバイアスイオンコ

レクタ（BIC）を用いて行った。BIC はイオ
ンダイオードの陽極に対応する位置（プラズ
マガンの電極先端から 50 mm 下流）に設置し
た。放電電流は立ち上がり時間 6.5µs、ピー
ク電流 12kA となり、イオン電流密度は放電
電流の立ち上がりから 5µs 後に立ち上がり、
t=7.5µs で Ji=158A/cm

2 が得られた。放電電
流の立ち上がり時にプラズマが生成された
と仮定すると、プラズマのドリフト速度は
6.7×103m/sec となり、1価のアルミニウムイ
オンを仮定すると、その運動エネルギーは
6eV 程度と推定できる。 

図 1 はイオンビーム加速実験におけるダ
イオード電圧（Vd）、ダイオード電流（Id）、
ビームのイオン電流密度（Ji）の典型的な波
形を示す。実験はマルクス発生器の充電電圧
を 50kV とし、イオン源の放電電流の立ち上
がりからの遅延時間τd∼8µs で加速ギャップ
に高電圧パルスを印加した。イオン電流密度
はアノードの表面から軸上 50mm 下流に設置
された BIC で測定した。図より、ダイオード
電圧と電流はほぼ同時に立ち上がり、それぞ
れ 220kV、12kA のピーク値となっていること
がわかる。このときイオン電流密度 Jiは、ダ

イオード電圧の立ち上がりから約 45ns 後に
立ち上がり、ピークイオン電流密度 230A/cm2、
パルス幅（FWHM）40ns のパルスイオンビー
ムが得られていることがわかる。 
Time of flight 法によるイオンエネルギ

ーの評価のため、2 個の BIC を陽極からそれ
ぞれ 50mm 及び 150mm に設置し、両位置での
イオン電流密度の同時観測を行った。両位置
でのイオン電流密度波形のピーク位置間に
96ns の時間差があり、この値よりイオンビ
ームの速度は 1.07×106m/sec と算出するこ
とができる。このとき 1価のアルミニウムイ
オンを仮定すると、イオンの運動エネルギー
は 161keV と推定できる。このエネルギーは
ダイオード電圧のピーク値に比べやや低い
値となっている。また、このイオン速度を仮
定した場合、加速ギャップにおけるイオン電
流のピークは電圧の立ち上がりからの遅れ
時間 t=75ns となり、電圧波形のピーク付近
でイオンが加速されていると推定される。 

イオンビームのエネルギーとイオン種を
評価するため、アノード先端から 50mm 下流
にトムソンパラボラ分析器（TPS）を配置し
て実験を行った。TPS はコリメート用の 2 個
のピンホール、偏向磁場、偏向電場、検出器
（CR-39）から構成されており、イオンが同
方向に印加された磁界と電界中を通過する
ことで偏向され、検出器上にトラックパター
ンが出現する。このパターンの形状はイオン
ビームに含まれるイオンの電荷・質量比に依
存するためビームのエネルギーやイオン種
を特定することができる。図 2 はイオントラ
ック検出プラスチック CR-39 に記録された
トラックパターンの例を示す。分析器の質量
分解能が不十分のため、重イオンについては
正確な電荷・質量比を評価することはできな
いが、アルミニウムイオンを仮定すると 1価、
2 価、3 価に対応する位置と水素イオンに対
応する位置にトラックが観測されているこ
とが分かる。この結果より、Al+，Al2+，Al3+、
及び H+のエネルギーはそれぞれ 140-270keV，
220-540keV，300-740keV，170-190keV である。
また、トラック数の計数により各イオン種の
構成比の評価を行った。その結果、全トラッ
クに対するアルミニウムイオンの合計（Al+、
Al2+、Al3+）の割合は 89％と評価され、89％の
イオン純度が得られていることが分かった。 
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図 1 ダイオード電圧(Vd)、ダイオード電流
(Id)、イオン電流密度(Ji)の典型的波形 



次に、パルスイオンビーム出力の空間分布
を評価するために 5個の BICを配置してイオ
ン電流密度の測定を行った。また、イオン電
流密度の空間分布を確認するために感熱紙
を用いてイオンビームによるダメージパタ
ーンの測定を行った。ここで BICと感熱紙は
陽極から 50 mm下流に配置した。この測定の
結果、イオン電流密度は E×B の方向が強く出力
される空間分布を持っていることがわかった。こ
こで E は加速電界、B は磁気絶縁用の磁場であ
る。これは、磁気絶縁加速ギャップにおいて、
電子は E×B ドリフト運度を行い、電子シース
を形成する。この電子シースによって実質的
に加速ギャップが狭くなるので、加速電界が
強くなり、Child-Langmuir の空間電荷制限
電流よりもはるかに大きいイオン電流を得
ることができる。そのためイオンビームの空
間分布の均一性は電子シースの均一性と密
接な関係がある。今回開発したパルスイオン
ビーム発生装置は電子ドリフトの方向に対
して有限長であるため端の影響により電子
シースに不均一が生じ、電子が集まる電極の
端で局所的にイオン電流が大きくなると考
えられる。 
パルスイオンビームの照射効果を検証す

るためにガラス基板に堆積させた膜厚 1µm 
のアモルファスシリコンへのパルスアルミ
ニウムイオンビームの照射実験を行った。シ
リコンとガラスの融点がそれぞれ 700℃、
500℃ であるので、パルスイオンビーム照射
の特徴の１つである超高速熱処理を利用す
ることで、基板に影響を与えることなく、表
面層のみを瞬間的に高温に加熱することが
できるので、照射前後のアモルファスシリコ
ンの結晶性を X 線回折装置（XRD）で評価す
ることで、パルスイオンビームの超高速熱処
理効果を検証することができる。 
ターゲットをアノード先端から 50 mm下流

に設置し、パルスアルミニウムイオンビーム
を 5 ショット照射した。ビーム照射前のター
ゲットには X線回折の回折ピークはなく、ア
モルファスシリコンであることが確認でき
た。一方、パルスイオンビーム照射後のター
ゲットには新たな回折ピークが現れ、それぞ
れのピークが結晶面 Si（111）、Si（220）、Si
（311）に対応していることが確認できた。
この結果から、ビーム照射によってアモルフ
ァスシリコンが多結晶化したと考えられ、パ
ルスアルミニウムイオンビームによる超高
速熱処理効果が確認できた。 
これらの結果より、超高速熱処理やイオン

注入に必要な条件を満たす大電流・短パルス
のアルミニウムイオンビームを得ることが
できた。本研究で開発したアルミニウオンビ
ーム発生技術は他の固体イオン源にも拡張
でき、加えてこれまでに開発した気体用のガ
スパフプラズマガンを用いたパルスイオン

ビーム技術と組み合わせることで、多くのイ
オン種を発生させることができるので、パル
スイオン注入技術の応用範囲が飛躍的に拡
大すると期待される。また、パルスイオンビ
ームは超高速熱処理による材料表面処理や
ビーム照射で生成されるプラズマによる超
高速成膜などの極限プロセスを通じて半導
体を含む先端材料開発への応用の可能性を
有する。これらの一部はプロトンビームで既
に試みられているが、重イオンの利用でその
応用の幅はさらに増大すると期待される。 
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